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1．制度の概要 

立地適正化計画の概要 

立地適正化計画とは、人口減少・少子高齢化により都市が抱える様々な課題に対応するため、

都市再生特別措置法第 81条に基づき「住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るため

の計画」として、市町村において策定するものです。 

 小郡市においても、将来的に予測される人口減少や急激に進行する少子高齢化に対応するととも

に、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考えに基づき、公共交通と連携した便利で住みやすいまち

づくりを推進するため、立地適正化計画を策定しました。 

 

届出制度の目的 

 小郡市立地適正化計画では、都市機能誘導区域及び居住誘導区域を定めています。都市再生

特別措置法では、居住誘導区域外で行う一定規模以上の住宅の建築及び開発行為や、都市機能

誘導区域で定める誘導施設に係る建築及び開発行為、施設の休廃止等を行う場合に、市への届

出を義務づけています。この届出は、立地適正化計画の趣旨である「緩やかな誘導」によるまちづく

りを実現するためのものであり、規制による「強制的な誘導」を行うものではありません。 

 本手引きは、これらの届出に必要な事項を解説することを目的としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画区域 

 

都市機能誘導区域 
医療・福祉・商業施設等の都市機能を都市の中心
拠点や生活拠点に誘導し集約することにより，こ
れらの各種サービスの効率的な提供を図る区域 

地域公共交通 
維持・充実を図る公共交通網を設定 

居住誘導区域 
人口減少の中にあっても，一定のエリアにおいて
人口密度を維持することにより，生活サービスや
コミュニティが持続的に確保されるよう，居住を
誘導すべき区域 
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2.小郡市の誘導区域 

小郡市では都市再生特別措置法に基づき、市街化区域内において都市機能誘導区域及び居

住誘導区域を定めています。各誘導区域は以下のとおりです。 
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3．届出制度の詳細 

概要と流れ 

（1）届出の概要 

 立地適正化計画が公表されると、都市再生特別措置法に基づき、以下のとおり一定規模以上の

開発行為や建築行為を行う場合に、届出を行うことが義務付けられます。 

 

■届出の概要 

運用開始日 立地適正化計画の公表日（令和 6年 1月） 

届出の種類 行為の場所 対象の行為 

居住誘導区域外での届出 一定規模以上の 

住宅の開発・建築行為 

都市機能誘導区域外での届

出 

誘導施設の開発・建築行為 

都市機能誘導区域内での届

出 

誘導施設の休止又は廃止 

届出の期日 行為に着手する 30日前まで 

届出の提出先 小郡市役所都市計画課 

届出様式の取得場所 小郡市役所都市計画課窓口又は小郡市ホームページ 

 

（2）届出の流れ 

 届出の対象となる行為を行う場合は、市が行為に係る情報を早期に把握するとともに、市から必

要な情報提供等を行うため、可能な限り届出の前に、市都市計画課に事前相談をしてください。 

 また、届出に係る行為が、小郡市立地適正化計画が掲げるまちづくりを図るうえで支障があると

認められる場合、都市再生特別措置法に基づき、届出者に対して勧告等を行う場合があります。 

 

■行為着手までのフロー 

届出対象行為を予定→事前相談→届出（行為の 30日前まで）→行為へ着手 

 

 

（3）宅地建物取引業法に基づく重要事項説明 

居住誘導区域及び都市機能誘導区域に関する事項は、宅地建物取引業法（第 35 条）の重要事

項説明の対象となります。 
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居住誘導区域外での届出 

（1）届出の対象となる行為 

 居住誘導区域外の区域で、3戸以上、又は 1,000㎡以上の住宅等に係る開発行為や 3戸以上

の住宅等の建築行為等を行おうとする場合には、都市再生特別措置法（第 88条第 1項）に基づ

き市への届出が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）届出を必要としない軽易な行為 

以下のような軽易な行為については、届出を必要としない場合があります。 

対象行為 概要 

住宅等の開発・建築行為等 軽易な行為その他の行為で以下のいずれかに該当するもの 

・住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に

供するものの建築の用に供する目的で行う開発行為 

・上記の住宅等の新築 

・改築又は用途変更により上記の住宅等とする行為 

非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為 

 

（3）届出の時期 

届出の対象となる行為に着手する 30 日前までに届出を行うことが必要です。また、届出内容に変

更が生じた場合、変更に係る行為に着手する 30日前までに届出が必要です。 

 

 

 

 

⓵3戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

⓶1 戸又は 2 戸の住宅の建築目的に開発行為で、その

規模が 1,000㎡以上のもの 

⓵3戸以上の住宅を新築しようとする場合 

⓶建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して3戸

以上の住宅とする場合 
１棟で３戸以上 

のアパート等 

※住宅とは、戸建住宅のほかアパートやマンション、店舗等の用途を兼ねる兼用住宅を含みます 

１棟で３戸以上の

アパート等の敷地 
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（4）届出に必要な書類等 

開発行為 ・届出書（様式 1） 

・当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の

周辺の公共施設を表示する図面（縮尺 1000分の 1以上） 

・土地利用の計画を示す設計図（縮尺 100分の 1以上） 

・その他参考となる事項を記載した図書 

建築行為 ・届出書（様式 2） 

・敷地内における住宅等の位置を表示する図面（縮尺100分の1

以上） 

・住宅等の 2 面以上の立面図及び各階平面図（縮尺 50 分の 1

以上） 

・その他参考となる事項を記載した図書 

届出内容を変更する場合 ・届出書（様式 3） 

・当初届出時と同様の図書のうち変更に係るもの 
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都市機能誘導区域外での届出 

（1）届出の対象となる行為 

  都市機能誘導区域外の区域で誘導施設（P9 参照）を対象に以下の行為を行おうとする場合に

は、都市再生特別措置法（第 108条第 1項）に基づき市への届出が必要です。 

 

開発行為 ・誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

建築行為 ・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

・建築物を改築し誘導施設を有する建築物とする場合 

・建築物の用途を変更し誘導施設を有する建築物とする場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）届出を必要としない軽易な行為 

以下のような軽易な行為については、届出を必要としない場合があります。 

対象行為 概要 

誘導施設の開発・建築行為

等 

軽易な行為その他の行為で以下のいずれかに該当するもの 

・誘導施設を有する建築物で仮設のものの建築の用に供す

る目的で行う開発行為 

・上記の誘導施設を有する建築物で仮設のものの新築 

・改築又は用途変更により誘導施設を有する建築物で仮設

のものとする行為 

非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為 
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（3）届出の時期 

届出の対象となる行為に着手する 30 日前までに届出を行うことが必要です。また、届出内容に変

更が生じた場合、変更に係る行為に着手する 30日前までに届出が必要です。 

 

（4）届出に必要な書類等 

開発行為 ・届出書（様式 4） 

・当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の

周辺の公共施設を表示する図面（縮尺 1000分の 1以上） 

・土地利用の計画を示す設計図（縮尺 100分の 1以上） 

・その他参考となる事項を記載した図書 

建築行為 ・届出書（様式 5） 

・敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺100分の1

以上） 

・建築物の 2 面以上の立面図及び各階平面図（縮尺 50 分の 1

以上） 

・その他参考となる事項を記載した図書 

届出内容を変更する場合 ・届出書（様式 6） 

・当初届出時と同様の図書のうち変更に係るもの 

 

 

都市機能誘導区域内での届出 

（1）届出の対象となる行為 

  都市機能誘導区域内の区域で誘導施設（P9 参照）の休廃止を行おうとする場合には、都市再

生特別措置法（第 108条の 2第 1項）に基づき市への届出（様式 7号）が必要です。 

 

（2）届出の時期 

誘導施設を休止又は廃止する 30日前までに届出を行うことが必要です。 
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誘導施設について 

 誘導施設とは、立地適正化計画が目指す将来都市像に向け、都市機能誘導区域ごとに設定する、

立地を誘導すべき都市機能増進施設を指すものです。 

 小郡市では、各都市機能誘導区域で以下のとおり誘導施設を定めています。 

都市機能誘導区域名称 

西鉄小郡

駅 ・ 甘 鉄

小郡駅 ・

甘鉄大板

井駅周辺 

西鉄 

大保駅 

周辺 

西鉄 

三国が丘 

駅周辺 

(1)・(2) 

美鈴が丘

地区 

(1)・(2) 

西鉄 

三沢駅 

周辺 

西鉄 

津古駅 

周辺 

誘
導
施
設 

行政 

機能 

市役所 
〇      

介護 

福祉 

機能 

地域包括支援 

センター 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 

子育て 

機能 

子育て支援 

センター 
〇 〇 〇    

保育所（園）、

幼稚園 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 

商業 

機能 

大規模小売店

舗（店舗面積

1,000㎡超） 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

医療 

機能 

病院 〇  〇 〇 〇 〇 

診療所（内科・

小児科・外科） 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 

金融 

機能 

銀行※1 

 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 

教 育 ・

文化 

機能※2 

文化会館、生

涯学習センタ

ー、図書館 

〇      

体育館 〇      

〇…その地区で誘導施設として設定している施設 

※1 銀行には信用金庫、労働金庫、農業協同組合等が設置する金融機関を含み、郵便局や ATM

のみを設置する建築物は含まないものとする 

※2教育・文化機能は、国・県・市等が設置する市内全域を利用対象とする規模のものに限る 
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〇誘導区域の詳細図    （美鈴が丘地区周辺） 
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（西鉄津古駅・西鉄三国が丘駅周辺） 
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（西鉄三沢駅周辺） 
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（西鉄大保駅周辺） 
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（西鉄小郡駅・甘鉄小郡駅・甘鉄大板井駅周辺） 
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（西鉄小郡駅南部周辺） 
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届出様式（居住誘導区域外：開発行為） 
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届出様式（居住誘導区域外：建築行為） 
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届出様式（居住誘導区域外：変更届出） 
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届出様式（都市機能誘導区域外：開発行為） 
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届出様式（都市機能誘導区域外：建築行為） 
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届出様式（都市機能誘導区域外：変更届出） 
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届出様式（都市機能誘導区域内：誘導施設の休廃止） 

 


